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これまでの取組み

　昭和４４年の同和対策事業特別措置法の施行以来、県では、同和問題の解決を目指し、生活環境の改善、産業の振興、
教育の充実などの施策を実施するとともに、平成１４年度の一般対策移行後も、隣保事業の推進や関係団体の育成指導を
行ってきた。
　また、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（平成１２年１２月施行）の中に、地方公共団体の人権教育・啓発の
責務が規定され、本県においても、平成１３年４月に「愛媛県人権尊重の社会づくり条例」を施行し、すべての人の人権が尊
重される社会の実現を目指して人権教育・啓発を推進してきた。
　さらに、平成２７年３月には、人権を取り巻く環境変化を踏まえ、「愛媛県人権施策推進基本方針」（平成１６年１２月策定、
平成２２年1月改訂）の第二次改訂を行い、同和問題や外国人、エイズ患者・ＨＩＶ感染者、ハンセン病回復者、犯罪被害者
の問題、インターネットによる人権侵害、性的マイノリティ、北朝鮮による拉致問題等に加え、地震等の被災者への配慮と
いった新しい人権課題の解決に向けた取り組みを強化することとしている。
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澤田　志朗県民環境部 県民生活局

　県民一人ひとりの人権が尊重される豊かな地域社会の実現を目指す。
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ある程度の向上が可能1.40順調・向上
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今 後 予 測 さ れ る
環 境 変 化

　近年、全国的な特徴として、学校におけるいじめ、児童への虐待・暴行、社会福祉施設における人権侵犯事件
が増加傾向にある。依然として、女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題等、人権課題に関わる問題が発生し
ているほか、最近では、体罰、セクシャルハラスメントやパワーハラスメント等の問題もクローズアップされている。
犯罪被害者、性的マイノリティ、インターネットによる人権侵害、北朝鮮による拉致問題、地震等の被災者への配
慮等、人権課題は人間を取り巻く社会の状況の変化に伴って多様化しており、今後も幅広い対応が求められる。

　１１月１１日～１２月１０日を差別をなくする強調月間として設定し、マスメディアを使った広報活動の実施や
差別をなくする県民のつどいを開催するとともに、市町が設置している隣保館への運営費補助や愛媛県人
権対策協議会等への助成を通じて、関係機関や団体との連携を図り、人権啓発や同和問題への解決に向
けた取り組みを推進しており、県民の人権意識は着実に高まっているものと考えている。
　人権尊重の社会づくりを進めるためには、県民一人ひとりがお互いの人権を尊重していくことができるよう、
生涯にわたって学習することが求められるため、今後とも、県や市町が行う人権啓発活動への参加者の範囲
を広げていくことにより、ある程度の向上が可能と考えられる。
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施 策 の 評 価
　人権尊重の社会づくりには、県の取り組みだけでなく、国、市町、企業、ＮＰＯ、関係団体等が、それぞれの
立場で推進していくことが重要であり、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条では、人権教育・
啓発の推進が地方公共団体の責務として規定されている。このため、平成１３年４月に、愛媛県人権尊重の
社会づくり条例を施行し、その中で、県はすべての人の人権が尊重される社会を目指すことを規定しており、
県の関与は必要である。
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中

算定方法

人権侵犯・相談件数

算定方法

予算

　人権侵害の申し立てや人権相談は、人権意識の高ま
りにより増加するため、人権尊重の意識が定着したこと
の指標となる。

選択理由 選択理由

成果と指標
の関係

　松山地方法務局が公表している、年間の人権侵犯・
相談件数
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人権尊重の社会づくり
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269,651 179,31024年度 8,286 計画無
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講演会等イベント参加人数

人権問題研修の受講者人数

3

4,400

206,132

人権侵犯・相談件数

人権侵犯・相談件数

合計 262,921 34,046 296,967

評価結果　（3：高い～１：低い）
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事業予算
(a)

今 後 の 方 向 ① （ 施 策 の 方 向 性 ）

18,634

　人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条、愛媛県人権尊重の社会づくり条例第２
条に、人権施策の推進は県の責務と規定され、人権の重要性を県民に浸透させていくことが求
められていることから、今後とも一定の事業量を確保し、人権意識の高揚や人権擁護の推進に
取り組む。
　具体的には、隣保事業の推進、人権啓発センターの運営をはじめとして、効果的な人権啓発
活動事業を展開していく。
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事業名

隣保館整備事業

人権対策協議会補助金

生活相談事業等委託料

隣保事業等推進事業費

人権尊重の社会づくり推進事業
費

人権啓発センター運営事業費


